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関西は・・・

＊西日本の「要」で、

首都圏に次ぐ経済機能

＊首都圏とともに２大海外窓口

（関空、阪神港）

西日本

人口：６，１００万人

GDP：２４０兆円

関西圏

首都圏

成田・羽田

京浜港

関空

阪神港

西日本・・・富山県、岐阜県、愛知県以西

東日本・・・新潟県、長野県、静岡県以東

東日本   人口 ：６，７００ 万人   GDP ：２８０ 兆円  






















【主要最重点要望】１．集中型の国土構造の転換





【参考資料①】





地方分権改革の推進





首都圏の被災時におけるバックアップ体制の展開（イメージ）








◆国出先機関の「丸ごと移管」


　　関西広域連合に権限・財源・組織の一括移管を進める


　　＊段階的な移管








　　　の移管を求める。


　　　　・関西広域連合の事務に関係の深い機関


　　　　・特に移管を求めてきた事務に関係の深い機関






































◆ハローワークの移管














首都の復旧状況に応じ代替機能は順次縮小





首都の復旧状況に応じ代替機能は順次縮小





政治中枢


機能


(国会)





政治中枢


機能


(国会)





行政中枢


機能


(臨時政府)





区分�
機能�
具体的な代替方法（例）�
�
政治・行政機能�
国会機能�
・国際会議場等（国会議事堂の代替施設）


・各政党の府県連（各政党本部機能の代替）�
�
�
首相官邸機能�
・迎賓館や府県市の公館�
�
�
各省庁機能�
・国支分部局の施設及び近隣のオフィス等


・関西広域連合及び構成府県で各省庁の機能継続を支援�
�
�
緊急対応・復旧・復興支援�
・人と防災未来センター等の防災関係機関�
�
�
外交機能�
・在関西の各国総領事館など�
�
�
皇室機能�
・京都御所等�
�
経済機能�
司法機能�
・大阪高等裁判所、大阪高等検察庁�
�
�
金融中枢機能�
・日銀大阪支店のバックアップシステムを活用


・大証の取引処理機能で東証を代替�
�
情報機能�
ビジネス中枢機能�
・関西本（支）社の施設やバックアップオフィスを活用�
�
�
報道機関機能�
・ＮＨＫ大阪や在阪民放各社がキー局となり全国放送を継続


・五大紙の関西本（支）社が全国発信を継続�
�
�
情報通信機能�
・政府の本省のデータベース等を関西で同時更新


・各企業の本社のデータベース等を関西で同時更新�
�
 (臨時政府)





経済中枢


機能


(金融･通貨･証券取引


機能等)





経済中枢


機能


(金融･通貨･証券取引


機能等)





大阪・関西が、


首都機能代替エリア 





災害対策本部





災害対策本部





役割


終了





役割


終了





情報発信拠点





情報発信拠点





各地から議員が参集





各地から議員が参集





物 流


拠 点





物 流


拠 点





被災者の救助･支援


ライフライン･通信回線、交通基盤の復旧作業、復興活動





首都中枢機能の


完全復旧





首都機能を担う人材の移動





首都中枢機能の復旧作業





代替エリアの判断で｢スイッチ･オン｣





復旧状況に


応じ順次機能を回復





復旧･復興支援





首都で大災害等


が発生、


首都機能が壊滅





・世界経済への影響波及・混乱の防止


・安定した国民生活の継続（安心・安全）





・世界経済への影響波及・混乱の防止


・安定した国民生活の継続（安心・安全）





地方整備局





経済産業局





地方環境事務所











 将来的に､全国知事会 国出先機関原則廃止ＰＴ�が検討対象とした８府省１５系統の出先機関の�移管を目指す





関係法案の早期成立


平成24年通常国会へ、一括移管を行う�ための関係法案の提出を求める。





資料：関西首都機能代替（バックアップ）エリア構想連絡会議の資料を基に、大阪府にて作成





資料：関西首都機能代替（バックアップ）エリア構想連絡協議会の資料を基に、大阪府にて作成





地 方 財 政 制 度





日本の中枢拠点機能を


　東西二極化するために・・・


◆世界との交流機能の強化


　・関空の国際拠点空港化（機能強化・規制緩和）と関空アクセスの抜本改善


　・阪神港の国際コンテナ港湾としての機能向上


◆経済中枢機能の強化


　・国際戦略総合特区（うめきた、咲洲・夢洲、北大阪・彩都など）の早期指定


　・本社機能のバックアップ拠点整備に対する税制優遇（設備投資減税等）








◆ナショナルミニマムにあたる義務的な事務は、国が全額負担�する制度とすべき。


◆ローカルオプティマムにあたる地方の最適水準のための仕事�の財源は、原則地方税とすべき。














関西は・・・


＊西日本の「要」で、


　　首都圏に次ぐ経済機能


＊首都圏とともに２大海外窓口


　　（関空、阪神港）





東日本


人口：6,700万人


GDP ：280兆円





当面の間





臨時財政対策債に依存しない�必要な地方一般財源総額の確保





西日本


人口：6,100万人


GDP：240兆円





税財源自主権の確立による安定した財政運営





琵琶湖





城陽市-大津市





出典：内閣府「Ｈ１９年度県民経済計算」、総務省「Ｈ２２年国勢調査」








